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開     会 

 

○枝元食品産業企画課長 御苦労さまでございます。定刻になりましたので、ただいまか

ら第２回食料・農業・農村政策審議会総合食料分科会食品リサイクル小委員会を開催させ

ていただきます。 

 委員の皆様方には、お忙しい中、スケジュールを調整して御出席いただきまして、あり

がとうございます。本日は、石井邦夫委員、石川雅紀委員が御都合により御欠席でござい

ます。 

 それでは、資料の確認をまずさせていただきたいと思います。 

 配付資料一覧がございますけれども、「議事次第」、「委員名簿」、「食品リサイクル小委員

会における調査・審議日程」ということで、前回と同じものがございます。その後に、資

料１といたしまして「法令に指定されていない食品リサイクル技術の評価」、資料２といた

しまして「海外における食品リサイクル制度」がございます。その後、前回の委員会にお
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きまして御要求がございました資料が２つございまして、「我が国における食品廃棄物処理

の流れ」、「我が国における魚介類残さの排出と処理」の資料が、委員要求資料１、２とい

う形でございます。最後に、第１回のリサイクル小委員会の議事録、その他各委員から御

提出いただきました資料が２つ入ってございます。 

 以上でございます。よろしゅうございますでしょうか。 

 それでは、牛久保座長よろしくお願いします。 

 

食品リサイクルの現状 

 

○牛久保座長 どうも皆さん、お忙しいところをお集まりいただきまして、ありがとうご

ざいます。 

 それでは、ただいまから議事に入りたいと存じますが、まず、資料の説明を事務局から

お願いいたします。 

 事務局から、食品リサイクルの現状に係る資料２点のほか、前回の小委員会で出されま

した委員からの質問、意見への回答としての資料も御用意いただいております。一括して

御説明をいただいた後に議論に入りたいと思います。 

 なお、議論に先立きまして私の方からちょっとお願いの部分がございますので、まずお

聞きいただければと思います。 

 前回は、顔見せということで、各委員のお立場もわからないままに議事が進んでしまっ

たということで、質疑応答が各論の領域に入ってしまった部分が多少ございました。そこ

で本日は、皆様方に少しこれから説明いただく内容も参考としつつ、食品リサイクルを一

層推進する観点から、実態としてどのような課題があって、解決すべき方向としてどのよ

うな形があるかといったような議論を中心にとらえて、この議事を進行させていきたいと

いうふうに思っております。また、基本方針や場合によっては制度本体の見直しまで当然

視野に入れた議論を行うに当たりまして、食品リサイクル法のこれまでの成果を評価して

いかなくてはならないというふうに思っております。 

 すなわち、明確な規制法でないにもかかわらず、前回御説明いただきましたように、法

の施行により食品リサイクルの実施率は飛躍的に向上をしております。制度のさらに実効

性を高めるには、規制を強化するという考え方も当然近道というふうには存じますけれど

も、これまでの結果はどう評価したらいいのか、政府全体の方向性がむしろ規制緩和の方
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向に向かっている中で、この法律にどう対処していったらいいのかということを念頭に置

いて御議論いただければというふうに思います。そういう観点で議論を進めさせていただ

ければというふうに思っておりますで、御協力のほどよろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、資料の説明を事務局の方からよろしくお願いします。 

○西野食品環境対策室長 それでは、資料１の方から、「法令に指定されていない食品リサ

イクル技術の評価」ということで、現在、法律で肥料、飼料が、政令で油脂及び油脂製品、

メタンが政令指定されておりますが、それ以外にどういうものが可能性としてあるかとい

うことで、検討していただきたいと考えております。 

 １のところで、「調査・検討の背景」ということで書いておりますが、今申しましたよう

に、法施行後、さまざまな食品関連事業者の中で再生利用の取組が行われているわけでご

ざいますが、業態の事情などによって、依然として再生利用の実施率が低いという業種も

ございますので、そういうところについて新たな技術を認定していけば、さらに再生利用

が広がるのかどうかなども含めながら検討をしていただきたいということで現在やってお

ります。そのため、その技術について調査、把握した上で評価を行って、制度に取り込む

ことが可能かどうか検討していただきたいというふうに考えております。 

 「検討手法」としまして、現在、牛久保先生が座長になっていらっしゃるのですが、食

品循環資源再生利用等の新手法に関する検討会で検討いただいております。現行の食品リ

サイクル法に基づく再生利用の手法として認められていない技術を対象に、１番目に技術

の確立状況、品質あるいはコスト面など。２番目にリサイクル製品の需要見込み、需要が

あるのかないのか、市場性などについて検討いただく。３番目に環境評価、それが環境に

負荷を与える技術なのかどうかなどについて、実態把握のための調査を行っていただいて

おります。 

 ３の「経過」というところで、既存手法以外のリサイクル技術についても、文献・実態

調査等をもとに、その開発状況あるいは普及動向等の情報を収集、整理して検討する。そ

れから、整理された情報をもとに、環境性能や市場性の観点から、検討対象技術として、

後ほどまた御説明しますが、ガス化、ＲＤＦ、炭化物利用、バイオエタノール、生分解性

プラスチック、土壌改良資材の６手法を抽出しております。 

 技術の実践利用・普及の観点も含めまして、当該の技術開発主体、メーカー、利用主体、

こういったところで、ここに「食品関連事業者を交え」となっておりますが、食品産業セ

ンター、日本フードサービス協会等の場で検討していただいております。 
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 今後の予定としましては、平成 18 年２月を目途に調査結果を取りまとめて、食品リサイ

クル小委員会に検討素材として報告することを予定しております。 

 次のページで、「法令に指定されていない食品リサイクル技術の評価」ということで、先

ほど申しました６手法を整理させていただいております。 

 まずガス化、これはガス化溶融炉になりますが、この主な用途は、発電・熱利用の燃料、

それから、ガス化過程で出てきます精製ガスの化学原料としての利用法。その隣に、それ

ぞれの技術の普及と課題とか市場性、環境負荷を書いております。これを全部説明すると

検討の時間がなくなりますので、かいつまんで説明しますと、ガス化は、長所としまして

は、100 トン以上の大型ガス化溶融炉はかなり普及しておりますけれども、小型のものは、

少しは実用化されているのですが、まだちょっと完全なものではないというふうに聞いて

おります。 

 市場性につきましては、発電や熱供給ですので一定の需要はありますが、精製ガスの需

要はまだよくわからないという短所がございます。 

 環境負荷の面で、溶融によるスラグ・メタル化処理が可能ということで、そういう利点

はございます。一方、補助燃料の使用や脱水・乾燥工程で多大なエネルギーを使う。それ

から、食品廃棄物の分別基準の観点で排出者のモラルハザードを来す懸念があるのではな

いかというところが短所として挙げられております。 

 次のＲＤＦですが、これは御承知のように発電、燃料用ということで、技術はかなり普

及しておりますし、製造施設もかなり存在しております。ただ、三重県であったと思いま

すが、ＲＤＦの保管場所が爆発したというようなことで、消防法に基づく安全性の確保措

置が必要であるという問題がございます。 

 市場性は、一定の実需はありますが、現在のところ、事故の影響もあって、ＲＤＦ発電

施設の需要動向はちょっと不透明ということになっております。安全確保のための保管コ

ストが高くなってきているということです。 

 環境負荷としましては、短所の面で、先ほど申しました分別基準の観点から、排出者に

多少のモラルハザードが出るのではないかというところがございます。 

 次の炭化物ですが、主な用途は土壌改良資材あるいは脱臭剤、サーマル利用では高炉還

元剤等もあるのかなというようなところです。技術としては、業務用生ごみ処理というこ

とでかなり普及しているようです。原料の制約もありません。施設の規模の制約がないの

で、小さな場所があれば炭化装置を置けるという利点があります。 
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 市場性ですが、エネルギーを含めた製品の貯蔵、保管、こういったものも簡単にできる

ということがございます。ただ短所として、木炭や活性炭などに比べ、品質とか価格競争

力、こういったものがかなり劣っているのではないかというふうに見られております。 

 環境負荷の面で、蒸し焼きみたいにするわけですから、ダイオキシン規制などへの対応

が必要という問題がございます。 

 次のバイオエタノールですが、主な用途は、工業用エタノールや自動車のガソリン代替

燃料ということで使われるわけですが、技術的には、木質系の廃棄物を原料とするものは

既に実用段階に入っております。ただ、食品廃棄物を原料とする生産手法はまだ研究段階

ということで、完全なものにはなっていない。また、小型化が難しいという問題がござい

ます。 

 市場性としまして、自動車燃料のガソリンへの混合用途ということで、バイオエタノー

ルということで用途はそれなりにふえてくる可能性が高いと言われております。ただ短所

としましては、2006 年にアルコールが自由化されますと、安い輸入エタノールとの競合で

生き残れるかどうかという問題がございます。 

 環境負荷の関係では、これは木質系の話ですが、リグニンが残って、これをサーマルリ

サイクルへ持っていかなければいけないという問題がございます。それから、ガソリンの

混合利用によって二酸化炭素やガスの排出抑制効果というのが長所としてございます。た

だ、短所としましては、蒸留工程に多大なエネルギーを消費するという問題がございます。 

 次の生分解性プラスチック（バイオマスプラスチック）ですが、これは農業用のマルチ

フィルムあるいは緩衝材、でん粉の緩衝材はかなり出ておりますが、食品容器などに既に

使われております。技術的な問題関係ですが、資源作物由来ということで、製造施設は既

にでん粉加工企業に幾つかございます。グルコースになるものであれば、原料の制約がな

いという利点がございます。短所としましては、食品廃棄物由来の製造施設は研究段階に

ですが、北九州に１つございます。採算性を勘案すると、廃棄物収集システムも含め、構

築がかなり難しいという問題がございます。 

 市場性ですが、植物由来プラスチックには食品製造業を中心に需要が増大するというふ

うに見込まれております。私どものバイオマスニッポン総合戦略でも、キログラム当たり

200 円に下げるという目標を立てております。短所としましては、汎用プラスチックと価

格面で競合が厳しい。かなり汎用プラスチックは安いので、その面での競争性がないとい

う短所がございます。 
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 環境負荷ですが、生分解性を付与した場合、マルチングでのり面補修剤、こういったも

のであれば廃棄物が最終的には発生しないので、かなり利便性が高いという側面がござい

ます。短所の方ですが、乳酸発酵、濃縮過程で多量のエネルギーを消費するということで、

北九州の試験施設も、ごみ焼却場の熱を便宜的に使ってコストを下げるという取り組みを

やっております。 

 最後に土壌改良資材ですが、これはまさに土壌改良資材でして、ここでは無機系という

ことで、貝殻を想定しております。カキ殻あるいはホタテ殻、こういったものを想定して

おります。技術的には、破砕技術等も普及しておりますし、施設の規模も適宜変えられま

すので、そういった問題は余りないと。ただ、短所としましては、肥料成分を含まないの

で無機系の廃棄物に限定しなければいけないという問題がございます。 

 市場性では短所だけなんですが、市販の土壌改良資材に対し、価格競争力に乏しい。現

在、品質を担保する規格が存在しないという問題がございます。 

 環境負荷の面では、物理的な処理が中心になるため、エネルギー消費量は小さいという

ことで、そういった利点があります。現在これを検討しているという状況にあります。 

 次に、資料２「海外における食品リサイクル制度」ということで、「海外における廃棄物

リサイクル制度の動向」ということで整理しております。 

 海外における廃棄物リサイクルについては、近年、欧州及び韓国において積極的に制度

化されております。いずれも廃棄物処理制度にリサイクルの概念を取り込んだ形で整理さ

れております。ＥＵにおいては、1991 年に改定されました廃棄物枠組み指令ということで、

廃棄物の定義の明確化、廃棄物のリサイクルの促進による廃棄物発生と有害性の抑制・削

減などが示されておりまして、加盟国は、この指令に基づいて国内法の整備・施行を進め

るということになっております。 

 隣の表で、ドイツ、ＥＵ、アメリカを整理しておりますが、ドイツは循環経済法でやっ

ておりまして、理念としては、将来に向けた持続可能な経済社会の構築のため、生産から

廃棄まで、廃棄物発生の少ない循環を基調とする経済活動を推進するということになって

おります。 

 ＥＵは、基本方針は、廃棄物管理のための共同戦略に関する 97 年の理事会決議・枠組み

指令という形で、一般廃棄物、有害廃棄物というふうな形で分けられております。 

 アメリカは、資源保護回収法、有害固形廃棄物修正法というふうに分かれております。

ただ、処理については、いずれも第１に排出の抑制、２番目にリサイクル、３番目に処分
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の埋め立てという順にしております。 

 リサイクルについては、ドイツの場合、マテリアルリサイクルまたはサーマルリサイク

ルということでやっておりますが、これはあくまで環境に適合する方法を優先するという

ことで、この両者間に優先の序列はございません。それから、一定の種類の廃棄物につい

ては、連邦政府がリサイクル方法の優先順位を定めることができるということになってお

ります。それから、技術的に可能なものについては、原材料もしくは生成エネルギーにつ

いて、市場が存在する場合にはそれに向けていくということで、いずれにしてもリサイク

ル義務の遵守が求められております。 

 ＥＵのリサイクルについての考えは、汚染者負担の原則に従ってやっていくことになっ

ております。分担責任の原則に従って、すべての経済主体、製造業者、輸入業者、流通業

者、消費者は、特定の責任を廃棄物の排出抑制あるいはリサイクル処分に関して分担しな

ければならないということになっております。 

 アメリカは、リサイクル促進のために、リサイクル関連の廃棄物やリサイクル業を有害

廃棄物関連法から適用除外してやっていくという方式をとっております。 

 次のページですが、「海外における食品リサイクル制度」ということで、ドイツの例をま

ず出しておりますが、我が国の食品リサイクル法のような仕組みは、今のところどの国に

もございません。政令などで対応しているという形になっております。 

 まず、ドイツにおける食品リサイクル制度ということで、循環経済・廃棄物法に基づく

有機性廃棄物のコンポスト化ということで、循環法の第８条の規定に基づいて、98 年 10

月に「農林地及び園芸地へのバイオ廃棄物の再利用に関する命令」というものを施行して

おります。これは廃棄物由来のコンポストを農業や林業において利用する際の施肥基準あ

るいは成分規格及び製造方法を定めたものでございます。日本の食品リサイクル法や韓国

の廃棄物管理法施行規則のような、食品リサイクル全体を推進するような内容ではござい

ません。 

 それから食品廃棄物については、一般廃棄物技術指針において、2005 年以降の直接埋立

禁止やコンポスト化処理の前提となる分別基準等を定めております。この技術指針は、内

容の一部が 2001 年に政令化されて、2005 年以降の一般廃棄物の直接の埋立禁止の措置と

いう法的拘束力を持つものになっております。ただ、この資料は報道から引いているんで

すが、この禁止措置で対応できる廃棄物処理場は、まだ全体の半分程度にとどまるという

ふうに言われております。 
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 次のページで、コンポストの対象となる食品廃棄物は、小売店では、包装のない野菜や

果物など一部に限定されております。独立行政法人日本貿易振興協会、ＪＥＴＲＯですが、

ＪＥＴＲＯの報告によれば、それ以外の食品廃棄物の処理方法としては飼料利用がござい

ます。動物性の廃棄物は、認可された廃棄物処理業者が動物死体処理法あるいは獣疫法に

基づいて処理した上で、飼料法に基づいて肥育飼料に再資源化するということになってお

ります。我が国でも、大臣認定を受ければ、本年４月から豚、鶏の飼料に使ってもいいと

いうことになっております。 

 それから、この②のところで、小売店から納入業者に返品された包装のある食品廃棄物

は、廃棄物処理業者が州の規定に基づいて処理し、肥育飼料に再資源化するということに

なっております。 

 なお、ＥＵでは、家畜衛生の観点から残飯及び調理残さの飼料利用が禁止されておりま

して、ドイツの場合は、例外的に 2006 年 10 月 31 日までの特例措置として認められており

ます。これは、調理残さにダイオキシンが入っていて鳥がたくさん死んだというようなこ

とを受けて、こういうことになっているんだと思います。 

 それから、イとしまして民間事業者等の動きということで、先に述べました制度を背景

に、有機性廃棄物由来のコンポストが広範に普及しているという実態を受けまして、コン

ポストメーカーは共同して連邦コンポスト品質共同体を設立して、そのコンポストの品質

保証を行い、販売店や消費者に提供するということをやっているということです。この団

体の推計によれば、ドイツ国内で 700～900 台のコンポスト設備が設置されて、年間 600～

800 万トンの廃棄物がコンポストに再商品化されているとのことです。その製品量は 300

～400 万トンということになっております。 

 それから、消費期限が過ぎているけれども消費可能な食品については、販売店から引き

取って貧困者に提供するという福祉活動が全国に定着していると聞いております。これは、

アメリカでも似たようなことをやっているというふうに聞いております。 

 次のページで、（２）で韓国における食品リサイクル制度。韓国は廃棄物管理法施行規則

の改正によって、食品リサイクルの推進をやっております。その背景としまして、韓国に

おいては、埋立処理された廃棄物からの浸出水による水質汚染問題から、水分含有率の高

い食品廃棄物のリサイクルが必要との世論が高まったこと。それから、アジア通貨危機で

えさ価格――韓国もえさの大部分はアメリカなどから輸入しておりますので、その高騰で

大変ということで、残飯飼料化という推進の機運が高まって、1997 年に廃棄物管理法施行
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規則を改正したようです。そのようなことで、食品廃棄物原料化義務事業場の拡大を行っ

ております。 

 それから、家庭ごみの中間残さの分別とリサイクル推進を規則に明記しておるというふ

うに聞いております。 

 ここに書いておりませんが、参考までに私ども、在ソウルの日本大使館の職員に聞いた

ところでは、韓国のソウルでは、アパートごとに相違は多少ございますが、食べ物ごみは

歴史的に豚が食べるものとされていたことから、分別排出するときは楊枝あるいは卵殻を

入れることは御法度ということで、違反すると日本円で 10 万円罰金を取りますよというの

が、アパートのごみ捨て場に書いてあるそうです。生ごみは毎日出せるとのことです。韓

国ソウルはアパートに住んでいる方が多いので、回収を毎日やっているかどうかは不明で

すが、生活者は毎日出せるようになっているようです。アパートによって対応がちょっと

違うんですが、袋で出せるアパート、それから、ドラム缶が置いてあって、そこにポリバ

ケツで持っていってあけて終わりというような形のものの２種類あるようです。袋は日本

のコンビニに相当するところで販売しているそうですが、袋は極めて値段が高いと言って

おります。ただ、歴史的には豚が食べるということで基準を厳しくやっているんですが、

現実には、ソウル市の場合はコンポストになっておるというふうに聞いております。 

 参考までに言いますと、生ごみ、ガラス瓶、ペット、こういったものなどの分別は極め

て厳しいのが韓国の現在の状況であるというふうに聞いております。 

 次のページで、そういった厳しいリサイクルのおかげだと思いますが、私どもの調べた

限りでは、韓国における食品廃棄物発生量は、この施行規則が改正された 1997 年には１日

当たり１万 3,063 トン出ていたわけですが、2002 年には１万 1,397 トンに減少しています。

それから、再生利用率は 9.8％から 63％に拡大しているとのことです。ただ、これも大使

館の職員に聞いた限りでは、ちょっと生活実感とは合わないなというような感じは受ける

ようですが、統計上はそういうふうに出ております。 

 韓国環境省は、食品廃棄物の管理のための総合施策の推進ということで、食品廃棄物の

発生量の削減と再生利用の拡大を目的として、2004 年５月に目標値を含む食品廃棄物の管

理のための総合施策を策定し、公表しております。これは、2007 年度までにリサイクルを

進めて、最終年 2007 年に、現在 60％に達しているものを 77％に向上させようというもの

でございます。 

 ちなみに、その下の方の枠で囲ってあるのを 365 日で見ますと、大体１万 1,397 トンと
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いうのは年間にすると 416 万トン、それを 376 万トンに下げていくということで、統計上

は、少なくとも 2002 年には 416 万トンの食品廃棄物が韓国ではあったのかなというふうに

見ております。それから、この再生利用の適用世帯というのを 1,110 万世帯から 1,692 万

世帯まで拡大をしていくと、処理施設も 80 施設から 130 施設に拡大したいという意欲的な

計画になっております。 

 以上が海外における食品リサイクル制度でございます。 

 

第１回食品リサイクル小委員会における委員要求資料説明等 

 

○西野食品環境対策室長 次に、委員要求資料で、これは青山委員からの求めによるもの

ですが「我が国おける食品廃棄物処理の流れ」。これは初めにお断りしておきますが、完璧

なものではございませんで、現在、私ども、それから環境省さんの資料等合わせて、両省

合意とは言いませんが、大体納得できる線でつくったものでございます。 

 これによれば、我が国における食品廃棄物の処理の流れを整理しますと、市町村による

焼却または埋め立てにより、全体の７割が処理されております。便宜上、廃棄物処理法の

産業廃棄物と一般廃棄物という形に分けてみますと、産業廃棄物は６割が再生利用され、

減量も４％されています。一般廃棄物については、焼却または埋め立てが９割を超えると

いうような形になっております。 

 ちなみに、この横の表のフローの産業廃棄物の発生量と一般廃棄物（事業系）の発生量

は私どものデータを使っておりまして、一般廃棄物の家庭系、ここについては環境省さん

の調査資料を使わせていただいております。これでいきますと、産業廃棄物の再生利用は

約６割で、一般廃棄物や事業系、家庭系含めますと、再生利用量が約 420 万トンになりま

す。焼却、埋立量が 1,900 万トンということで、2,300 万トン強の廃棄物が大体このよう

な分け方になるのではないかというふうに見ております。 

 次に、百瀬委員からの資料要求のものですが、「我が国における魚介類残さの排出と処理」

ということで、右の方をごらんになっていただきたいんですが、農林水産省の平成 15 年度

の食料需給表をもとに、魚介類残さの排出量を出しております。国内消費仕向け量が 1,090

万ございまして、そのうち飼料用が 269 万 8,000 トン、純食料になったものが 456 万トン

ございますので、魚介類の残さは 364 万 2,000 トンということになっております。 

 独立行政法人の中央水産研究所の推計によれば、北海道、宮城、静岡等の水産物の水揚
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げ量が大きい都道府県からは水産加工業由来の残さが出る、東京、大阪等の巨大な消費都

市を擁する都道府県からは、水産流通過程由来の残さが多く発生しているというふうに聞

いております。ちなみに国内漁獲量は、平成 15 年度は 350 万トン、輸入量が 574 万 7,000

トンというふうになっております。 

 ２としまして「魚介類残さの処理」、処理実態の概要ということで、魚介類残さを原料と

して加工・生産される魚粉・魚油の原料処理量及び生産量について見ますと、平成 15 年度

において 97 万 6,000 トンが処理されております。ここから魚粉が 23 万 3,000 トン、魚油

が６万 7,000 トン生産されております。これを都道府県別で見ますと、原料処理を行って

いるのは 27 道府県のみです。残る 20 都県では、越境処理か何かをやられているというよ

うな形になっております。 

 それを、次のページで「魚介類残さの飼料利用」ということで出しております。この都

道府県別に見た飼料用の魚粉製造事業場の設置状況というのは、この資料は、先般ＢＳＥ

の発生で、その発生のサイクルや感染経路を遮断するということで、飼料及び飼料添加物

の成分規格に関する省令に基づきまして、魚介類のたんぱく飼料をつくる飼料製造事業場

を農林水産大臣が確認しております、そのときの資料をもとにつくられたものでございま

す。 

 現在、全国に 107 事業場ございます。これによれば、該当する事業場のない県は 15 あり

まして、先ほどのものとは若干違うんですが、これは資料の出所が違うということで違っ

てきております。百瀬委員おっしゃったように、岐阜県にはございません。赤で書いたと

ころが事業場のないところでございます。 

 以上が魚介類残さの排出と処理ということで、以上で資料の説明を終わらせていただき

ます。 

○牛久保座長 どうもありがとうございました。 

 ただいま資料１、資料２、それから青山委員の要求、百瀬委員の要求という形で委員要

求資料１、２、一括で御説明をいただきましたけれども、４つとも観点が違うことがござ

いますので、一つ一つ切りをつけて進行させていただきたいというふうに思います。 

 まず、資料１をお手元にお出しいただいて、「法令に指定されていない食品リサイクル技

術の評価」ということで、この御説明について、何か御質問ございましたらお願いしたい

と思います。 

 御説明にありましたように、御案内のとおり、法または政令によって現在の食品リサイ
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クル法における技術手法として、肥料、飼料、油脂及び油脂製品、メタンという項目が挙

げられて、実施されているわけです。これは一般的、普遍的に、どのような食品廃棄物で

あっても技術的に可能である技術という形で取り上げられたという経緯がございます。現

在、技術の進歩もございますように、御説明いただいた６つの手法が新たに加えられる要

素として可能性ありやなしやということを、現在、委員会を形成しまして検討をしている

というのが経緯でございます。 

 もう少し私の方から御説明させていただきますと、前回の資料で御案内のように、再生

利用技術等の実施率が、川上、川下という言い方で適切かどうかですけれども、食品製造

業から外食産業まで、いわゆる消費者が介在してくるほど、または食品廃棄物の多様化と

排出量の少量化に伴って、再生利用率が上がっていないという現実があるわけです。そう

考えたときに、いわゆる川上では、特には産業廃棄物系の動植物性残さという形のものに

対して川下では食品廃棄物の中でも食品廃棄とか日延べ品、または調理くずというような

形のものが排出されています。現場的な即応の技術として、例えば大型化を対象とした大

型集中化方式の技術が非常に多かったわけですけれども、このように川下の外食産業まで

のところで、今のような特殊性ある中での技術というのはどういうものがあるのか。また

前回の資料の御案内のように、実際は委託で再生利用してもらっているところが非常に多

いということです。なるべく自前でやるという、いわゆる発生したところで処理ができ、

それが再生利用できるような形のものができればというもくろみは当然あるわけでして、

そういう議論をしているという経緯がございます。 

 何かこれに関して。 

 はい、どうぞお願いいたします。 

○青山委員 この図に書いてあるものは、いわゆる木質系など広範囲な技術群を含めて考

えれば、挙がってくるのが妥当な技術と思いますが、一般的な有機系廃棄物・資源のリサ

イクル技術という評価と食品リサイクル技術と「食品」がついた時の技術の評価は違うよ

うにようにも思えます。今後、議論されることになるのでしょうか。全体で見れば、挙が

って当然な技術といえますが、例えばガス化、ＲＤＦを、わざわざ食品だけに限って活用

するというのは、余りすっきりとはこないと感じます。一般的に有機資源のリサイクル技

術ということで、こういう技術群があって、それを食品リサイクルの観点から評価してい

るのか、食品リサイクル技術ということで最初から取り上げているのか、それはどちらで

しょうか。 



 1 3

○牛久保座長 先に申されたとおりのことでして、要するにこういう技術があって、それ

が食品の廃棄物に適用できるかどうかという観点で議論を始めているというところが本筋

です。 

 ほかにございますでしょうか。 

 どうぞお願いします、百瀬委員。 

○百瀬委員 これらのリサイクル技術の確立があったとして、では、一般廃棄物として我々

が出す場合、１キロ当たりどれぐらいの処理費がかかるのかというのが私どもにとっては

非常に大きな要因になると思いますが、そのあたりはいかがでしょうか。 

○牛久保座長 コスト面が一番大きな問題ということで、その件についても、各個々の技

術については検討をしております。 

 もう一つつけ加えさせていただきますと、いわゆる出口議論ですね。当然、ある技術を

用いたとしてコストが幾らかかるかということもやっておりますけれども、要するに流通、

出口の確保ができるか、そういう観点も含めて一応議論させていただいております。 

 もう一つつけ加えさせていただきますけれども、先ほどの御説明の中にありましたよう

に、食品産業センターと日本フードサービス協会さんに御協力いただいて、中小零細、ま

たは外食産業的なところで活用できる技術を主体に考えておるということです。ですから、

この中には先ほど青山委員御指摘のように、必ずしも食品廃棄物にそぐう技術ばかりでは

ないのですけど、食品廃棄物を想定して広範な技術を一応考えております。現場の御意見

を伺わないと――今までは、どうしてもこういう技術があって物ができますよという議論

が非常に多かったものですから、現場でのお声を伺って、現場の方たちが、これだったら

今の価格、出口、もろもろをお考えいただいて、自分のところでも導入できる技術がない

かなという観点で議論も進めているというのが委員会の進捗状況のあらましでございます。 

 ほかに、先ほどの技術について、もろもろあると思いますけれども、我々はこういうよ

うな技術があるとか、そういうふうな御提言もおありでしたらお願いできればと思うんで

すけれども。 

 どうぞお願いします。 

○青山委員 昨日、たまたま農林水産展を見まして、個別技術をいろいろと見せてもらい

ました。その後、バイオマスタウンの事例報告があって、地域導入した３地域の話を聞い

てみると、技術は数多く開発されていますが、特にバイオマスタウンとか比較的中小市町

村ですと、適応できる技術がかなり限定されていて、なかなか導入・活用できないと感じ
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ました。この技術やシステムの「市場性」という言い方ですけれども、例えばどういう地

域のどういう条件のところで、あるいはどういう業態とか、事業者さんがやる場合に成立

するのか。この「市場性」という言葉は非常に大雑把な言葉で、実際上、バイオマスリサ

イクルの難しさというのは、こういう技術が幾らあっても、結局地域システムとか事業シ

ステムとして成立しない話――要は、関係者が合意して出口、入り口、コストの話があっ

て、それが地域的に保てるという議論で市場性が出てくると思うのです。できればこの市

場性という面を御検討いただければと思います。 

○牛久保座長 一応御提言という形で承っておくということにさせていただきますが、ほ

かに御意見、御質問ございますでしょうか。 

 では、時間の関係もございますので、また御質問、御意見ございましたら、さかのぼっ

ていただければというふうに思います。 

 それでは、資料２の「海外における食品リサイクル制度」を御説明いただいた件につい

て、何か御質問、御意見ございますでしょうか。何かございますでしょうか。 

 御説明いただいたように、我が国における食品リサイクル法というのが、ある面では特

化した非常にすぐれた法律というふうに、これは自画自賛していいのかどうかわかりませ

んけれども、前回の食品リサイクル小委員会の委員のほとんどの方が、メンバーというこ

とも考えますと、実施率も徐々に、法律が緩やかでありながら上がっているという実態か

ら言うと、各国ともいわゆる廃棄物の分類、カテゴリーが違うということもあって、お国

の事情によって、これと整合性を持ったような法律が必ずしもあるわけではないというこ

とで、お調べいただいた中では、ドイツの事例と韓国の事例という形になっております。

これは調査をしてお出しいただいた、また報道等でも御案内だと思いますけれども、一番

最後のページにありますように、韓国における再生利用率が、1997 年の実態から 2002 年

で、9.8％が 63％という驚異的に上がっています。この辺にある程度強制力を持っている

のか、あるいは我が国のように緩やかさのある法律なのかということもあろうかと思うの

ですけれども、実態としては、それをさらに 2007 年までに 63％を 77％に、排出量を 10％

削減しながらという、そういうような目標も韓国におありだということのようですけれど

も、各委員の中で、韓国の実態に詳しい方がいらっしゃいますでしょうか。実際に現地に

おいでになって、ごらんいただいたとか。 

○松田委員 韓国じゃなくていいですか。 

○牛久保座長 ヨーロッパの事例？では、もし話題として何か……。 
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○松田委員 きょう、資料を用意してこなかったんですけれども、海外に毎年、ドイツを

中心にヨーロッパの方に出かけて、容器包装のことについてフォローしておりますと、セ

ットで出てくるのが、このバイオマスエネルギーと食品のリサイクルと剪定枝のリサイク

ルというセットになったものでございます。ヨーロッパの場合は、気温が北海道程度の気

温だということで、腐敗ということは余り考えなくていいという状況にあると思いますが、

それを前提にした中で、焼却にいくよりは食品リサイクルや剪定枝リサイクル、有機物の

リサイクルの方へと政策誘導がされています。というふうに思っていただければいい。 

 例えばデンマークのように、埋め立ては高い税金を取って、リサイクルは国の税金がゼ

ロ。いろんな税金の中で、とにかく埋め立てを減らすこととエネルギー利用としてのバイ

オマスの利用ということが大変進んでいます。ですから、政令という中で容器食品リサイ

クル法というのは、ヨーロッパの環境先進国と言われるところではほとんどがそれに入っ

ていると思います。ドイツの場合は、特に 2005 年から焼却以外のものは埋めてはいけない

という中で、バイオマスまたは堆肥化した場合には、焼却してなくても埋め立ては可能だ

みたいなことに政策誘導しておりますので、エネルギーの自立という面から有機性物質の

リサイクルというのが非常に進んでおりまして、私は、ぜひそのような動きを、農林水産

省の御担当者の方たちが現場に行って、私以上にディスカッションされてくるといいので

はないかと思っています。 

 世界の動きというのは、エネルギーをどう確保するかというところから、残さになった

食品でさえもエネルギーの一つだというふうな視野の中で政策が進んでいると思います。

日本に帰ってみて、日本の現実を見てみますと、これは主観にすぎないんですけれども、

技術論はあっても社会システム論が欠けていますし、政策誘導というものがましてありま

せんから、技術と現場と社会システムをつなぐというところが非常に弱い気がしておりま

して、食品リサイクル法というものが、青山さんがおっしゃったように、将来的な有機性

物質のリサイクルの中で食品リサイクルを切り分けて考えていくのか、それとも剪定枝も

含めた広い意味のいわゆる植物繊維由来の廃棄物をどうするのかというのは、考えていた

だいた方がいい時期に来ているのかなということを所感として思っております。 

○牛久保座長 どうもありがとうございました。 

 ほかに。 

 どうぞ、志澤委員よろしくお願いいたします。 

○志澤委員 最初の技術の評価のところなんですけれども、私は、この食品リサイクル法
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の見直しの時期ですけれども、技術としては評価をするんですけれども、基本的には、要

するに肥料か飼料にという部分の食品リサイクルの推進の目的として考えますと、前回も

申し上げましたけれども、約 2,400 万トン近くの穀物の輸入をしているわけですね。資源

がないという、要するに食料自給率を上げるという大義もあるものですから、そういう意

味では、どうしても使えないものについてはこういう技術を活用するのもいいんですけれ

ども、できることなら私はえさ化というのが第一であって、次が堆肥化ですけど、この間

も申し上げましたけど、堆肥についてはかなり余りぎみなんだと。そういうものはガス化

だとかバイオマスとかを考えてもいいんじゃないかと思うのです。 

 もう一つ大事なことは、韓国では、歴史的な問題もありますけれども、一般のレストラ

ンでは楊枝を出さないというのは、たしか今から５～６年前に国会の法律で決まっている

わけですね。それは養豚のえさにするという位置づけなんですけれども、それはある意味

ではお国柄もあるんですけれども、家畜防疫で考えますと、なかなか今正常化できない疾

病があります。これは、やはりそういうレストランだとか、あるいは病院だとか、そうい

うところのものをえさ化している部分の家畜衛生の問題から考えますと、問題があるわけ

ですね。ですから、ドイツのこの方法というのは、基本的にはイギリスのＢＳＥ以来、か

なり支持されているわけですけれども、そういう点では、できるだけ飼料化という部分を

推進していくことを念頭に置いた中で議論していくのが、私は一番いいかなというふうに

感じておりますけれども。 

○牛久保座長 ありがとうございます。 

 進め方の一つということで御提案をいただいたということにさせていただきますが、ほ

かにございますでしょうか。 

 どうぞ。 

○青山委員 非常に難しいところだと思うのですが、ドイツのコンポスト利用先で、園芸・

造園が 40％というような値で出ていますけれども、ヨーロッパの緑地とか都市緑化の状況

で、各家庭から出る有機物の中では剪定枝が圧倒的に多いということと、一方で戻すこと

も、園芸が各家庭で盛んであるといった特徴があってこうした高い値となっていると思う

のです。 

 昨日、違うところで議論があったのですが、畜産では、ヨーロッパは、ヘクタール当た

り２頭というように牧草地当たりの牛の頭数が限られていることから、別に家畜ふん尿が

出てきても問題なく液肥散布できる。日本の場合には 10 数頭というように密度が全く違い、
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どうしても液肥の問題が生じてしまう。実際上、技術のことだけ幾らやっても、なかなか

日本の中でどういう適応性があるのかが疑問となります。 

 ですから、国の状況も違い、日本ではいろいろな家畜のえさからの問題も出てきますし、

肥料用途として液肥を幾らつくっても、畑地や果樹園がない、雨量が多く液肥は非常に適

応しづらいとか、何かその辺も含めてぜひ技術の議論をしていただければと思います。制

度も技術も裏腹の問題で、両方一緒に御検討いただければありがたいと思いました。 

○牛久保座長 有意義な御提案をいただきました。まさに今おっしゃられたところは非常

に重要なことだというふうに思っています。特にバイオマスニッポンの３番目に位置づけ

られていますように、環境産業を積極的に振興してわが国の技術を海外にという文言があ

ります。この技術、今見ていただいても、ほとんどがいわゆる海外の技術を日本に持って

きて、それを日本化している。ですから、オリジナリティーが余りにもないということも

あります。ですから、日本の食品廃棄物と諸外国のものと当然内容的にも成分的にも違い

ますので、そういう議論も含めて本来は技術論があるべきだというふうに思います。 

 それから、先ほどちょっとありましたように、草地での飼養頭数がヘクタール当たり２

頭という、要するに土地制限でやっていくというのがヨーロッパ方式なわけですね。日本

の場合は飼えるだけ飼う方法をとっている。飼育に伴って排水処理、水質汚濁にかかわら

ないような処理をすることだという考え方と、地下水汚染を起こさないためには、ヘクタ

ール当たり２頭程度を牧草地で飼うのが適切だから、それ以上飼ってはいけないという土

地規制的な考え方。ですから、それも今御提言のように、日本の事情とヨーロッパの事情

とは違いますけれども、そういうことも十分に視野に入れて考察をしていくということに

ついては、十分価値のあることでしょうし、そうしないといけないという御提言をいただ

いたというふうに理解をしております。 

 それでは、資料１、２についてはそれまでという形で、青山委員から御請求いただいた

「我が国における食品廃棄物の処理の流れ」ということで御説明いただきました件につい

て、御意見、御質問ございましたらお願いしたいと思います。 

 どうぞ、青山委員よろしくお願いします。 

○青山委員 先程室長がおっしゃったんだと思いますが、この上の２つが、農林水産省の

調査に基づく数値ですね。下は環境省といいますか都市清掃がやっている調査で、私は大

きく見ると、この上の２つと下の数値とはかなりダブルカウント、もしくは、この区分け

でない、例えば一般廃棄物（家庭系）発生量が約 12 百万トンといっている中に、小規模な
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事業系食品廃棄物がかなり入っていると推察されます。そういうことをもう少し明らかに

しないと、例えば食品リサイクルの対象をどこまでに広げるのかという議論をするときに、

重要となるので、このことについて一度御議論いただきたい。 

 特に環境省のデータを使う際には、一般家庭の生計世帯のごみ量調査を過去には東京都

で行っていました。家庭で調査すると、これは松田先生の方がよくご存知だと思いますが、

大体 500～600 グラム／人日というあたりで、そのうち大体 200 グラム強が厨芥類であると

いう調査報告があります。非常にありがたかったんですけど、こういう資料が出てくると

また議論しやすくなって、今後の討議で大体こんな排出構造じゃないかというのが見えて

きて、我々の法律の対象は大体この範囲だというようなことが議論のベースとして共有で

きればと思います。 

○西野食品環境対策室長 今、青山委員の御指摘どおりでして、私も家庭系のここには事

業系のものが入っているだろうとは思っておりますが、何分それを分けるのは非常に難し

いので、これから検討していきたい。これは容リ法の懇談会でも、やはりこういう事業系

の問題というのがいろいろ問題になっておりますので、引き続き検討したいと思います。 

○青山委員 東京都も調査データを持っていると思いますし、熱心に家庭系の厨芥のリサ

イクルをやっている都市もあるわけですね。そういうところは一体どの程度家庭から食品

系廃棄物が出ているかなど、ちょっと違った視点で見てみると、大分構造的にはわかって

くることがあると思います。私は、最近付き合っていないのでよくわからないのですが、

東京都さんがいわゆる家計調査（所得調査）を実施していた時に、その対象世帯について

ごみ量を別に調査していました。それで、毎年ごみ分析をやっていた。昭和 50 年代なので、

今どうしているのかわからないですけれども、そういうデータあたりがあると、かなり理

解し易くなると思います。この辺は、松田先生あたりはかなりご存知なのではないでしょ

うか。 

○松田委員 京都市役所が高月教授の調査を前提にして、データベースをきちっと今もと

っていると思いますね。それは、かなりほかの研究者の研究対象として使われております。 

○牛久保座長 私も昨年、これは三多摩地区の（財）東京都市町村自治調査会において、

各家庭にはかりを持ち込んではかっていただいて、いわゆる奥多摩の奥の方から八王子、

いわゆる都市化しているところまで３ブロックに大きく分けて調査しておりますが、ちょ

うど都市化しているところと中間と山間地域別の統計のデータがありますので、それも次

回以降、御用意できるかと思います。 
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 なお、農水省もそうでしょうけれども、環境省にも御協力いただいて、一般廃棄物の数

字を精査して、なるべく精度の高いデータの上で議論をしていかなければいけない。特に

家庭系のものについては今のような事例がたくさんあろうかと思いますので、鋭意集めて、

今お話ししたように、精査しながら議論を進めていければというふうに思っておりますの

で、事務局の方もよろしくお願いしたいと思います。 

 これの件について、ほかに何かございますでしょうか。 

 ないようでしたら、その次に「我が国における魚介類残さの排出と処理」について、百

瀬委員要求資料ということで御提案をいただきました。一番最後にありますように、岐阜

県の事例をお話しいただいたように、実際上、こういうものが発生している現場がありな

がら、処理施設がないという実態をどういうふうに考えるかということの観点での飼料要

求だったと思いますけれども、まさに一番最後の日本地図の色分けでいきますと、岐阜県

にはそういう実態がないという事例がはっきりしたわけですけど、何か御発言ございまし

たらお願いしたいと思います。 

○百瀬委員 あの後、岐阜県の環境福祉環境部に参りまして、私どもの店舗は岐阜県に 14

ほどございまして、グループ会社を入れますと 30 ほどございますが、そこから出る食品の

中の魚あらを何とか愛知県まで持ってこれないかというお話をしました。一般廃棄物の許

可を岐阜県内で持っている業者さんと一緒に伺ったんですけれども、県の担当者は「魚あ

らは一般廃棄物であり、廃掃法の対象である」と。では、どうしたらいいでしょうという

お話をしましたところ、「出すところと受け入れるところの行政（市町村）の判断によると

ころで、行政（市町村）の理解を得ることは難しい」ということでした。ですから、ぜひ

「魚あら」を指定廃棄物としていただいて、他の市町村であっても、搬入できる施設にき

ちっと正しい方法で搬入した場合には、これは違法ではないというような見解をいただけ

れば、「魚あら」のリサイクルは進むのではないかと思います。 

 私どもチェーンストア協会の会員店舗はこの赤いところ（魚あら処理施設が０の県）に

出店していまして、当社も神奈川県に９店舗、長野県に５店舗、岐阜県に 16 店舗、福井県

にも石川県にも店舗がございます。そういったところで、油脂と魚あらに関しましては、

他の行政（市町村）の処理施設に運び入れることができると何らか法的にに認めていただ

ければ、すぐにでもリサイクルの形で実現できると思います。ぜひともよろしくお願いい

たします。 

○牛久保座長 どうもありがとうございました。 
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 今、法的な形ということもありますので、広範な議論を進めながら、そこら辺のところ

も単にここだけの、いわゆる農林水産省だけの問題ではないということもありますので、

そこら辺はうまく他の省とも連携をとっていただいて、調査もしながら話を進めさせてい

ただくという形でよろしゅうございますでしょうか。 

○百瀬委員 はい。 

○牛久保座長 何かお答えございますでしょうか。 

○西野食品環境対策室長 魚あらのところ、それは無償で持ち込むことは可能なんですか。

例えばお店のものを名古屋の工場に。 

○百瀬委員 できないと思います。有償であったとしても難しいと言われました。ですか

ら、これが何らかの製造材料であるのか、それともこれは廃棄物であるのかという見解が、

それぞれの県によって多分違うのだと思います。たまたま私は岐阜県に「岐阜県には魚あ

ら処理の事業所が一つもないようですが、どうしたらいいでしょう。」というお話でお伺い

したのですが、ほかの県にもお聞きします。ただ、それぞれ県の「魚あら」に対する見解

が違うことと、もしかしたら、今までにこのような要求をする企業がない、もしくは「魚

あら」の排出企業（小売業）が直接伺ったことがないのかもしれませんので、少しほかの

県でも調べてみたいと思います。 

○西野食品環境対策室長 実は今、魚あらは有償取引になってきていまして、廃棄物から

外れているような状態になっているんです。魚あらを欲しいという工場は結構あります。

後ほどまた御相談させていただきます。 

○百瀬委員 県によって値段が違うと思います。 

○西野食品環境対策室長 名古屋でも有償になっているそうです。 

○百瀬委員 なっていません。当社は１kg 当たり 1.5 円払っています。聞いた話ですが、

特殊な業者さんにおいては有償のようですけれども、一般廃棄物処理業の方に対しては有

償ではないです。 

○牛久保座長 山口委員、何かございますか。 

○山口委員 廃棄物か資源かというところは非常に重要なところだと思うんですけど、例

えば飼料化をしていくような場合、今の魚あらと、特にパン類とかめん類とかいうのは、

完全に廃棄物から、いわゆる飼料原料として生産工場の排出物が取引される、こういう実

態ははっきり今できつつあるかなと。我々も、例えばサンドイッチをつくっている工場な

どは、パン類のいわゆる廃棄排出物に関しては、完全にほかの例えば調理残さなんかとは
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別にして、独立させて、そのかわり高いところですと、例えば食パン類の耳であるとかと

いうものが単独で排出される場合は、例えばキロ当たり８円とか 10 円とか、あんパンとか

そういういろんなものが入ったものでも、例えば３円とか、そういう形になりつつあると

いう流れもある。ですから、有効的に利用しようという中で、それなりの価値は評価をし

て取引にしていくという形で、飼料をつくられる方々にも考えていただけつつあるという

流れがあると思います。 

○松田委員 これ、トン８円？ 

○山口委員 いや、キロです。 

○牛久保座長 ほかに何か、今の関連で御意見等ございますでしょうか。 

 どうぞ。 

○青山委員 例えば僕らがよく例に出す三幾飼料㈱のように、１都７県から１日数百トン

規模で集めているという、これは当然事業系一廃的なものも混じっており、完全に産廃だ

け集めているわけではありません。それだけの膨大な量が動いています。また、サプリメ

ントなどを生産する際の原材料にする場合にもかなり広域に動いている。何か余りきちっ

とした――正式に聞きに行くと今みたいな話になるのですけれども、個別案件では、動い

ているという世界があるように思えます。 

 ですから今度の法律の中でも、後で議論になるのだろうと思いますが、全部を標準的な

法律でこうなっているということを聞きに行くと非常に難しいのですが、個別案件では柔

軟に対応している例もある。特殊解ならばかなり認められているが、一般解にしようとす

ると、チェックが非常に厳格になるということもあります。そういうのがあるから特殊解

が動けるという世界もありますよね。これを大上段からどっちかと言い始めると、特殊解

もだめだって言われることも出てくる。法制度はこういうものの取り扱いというのも本当

に難しいので、よろしくこの中で整理していただければと思います。 

○松田委員 だけど、市民の立場からすると、特殊解があるからといって、それでシステ

ムができないで、全体的な食品リサイクルというのがあいまいになってしまうのはとても

危ないと思いますから、せっかくこの食品リサイクル法がここまで成果を上げてきて、産

業界の方たちが努力されて、私は大変評価をしておりますので、今の時代に合った食品リ

サイクルのあり方というのをやはりとことん話し合ってみて、海外の状況もきちっとキャ

ッチして、彼らが考えているコンセプトと日本の食品リサイクルに求めるコンセプトって、

私はちょっとずれがある気がするんですよ。21 世紀に私たちが考えないといけないことと
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いうのは、エネルギーや資源とどうつき合っていくかというときに、食品リサイクルとい

う残さをどこに位置づけるかというふうな議論をしておかないと、目先の議論だけでやっ

ていると、せっかくの食品リサイクルの将来が矮小化されていくような気がしていて、議

論を一緒にしたいなと思っています。 

○百瀬委員 少し矮小なお話ですが、この食品リサイクルを農水産業の中で一つの資源と

して取り入れるという考え、要するに食品を堆肥や飼料にしてそれを農作物として還元し

ましょう。そういうことが一つと、本当にもっと広大な、日本中から「食品残さ」を廃棄

物としないでエネルギー源として集めましょうということ。それは整合性あるのでしょう

が、ちょっと考えるときに、私どもはもう少しそのあたりを整理して、どっちを目指すの

か、今後、私どもが取り組むべきことを整理して、どっちを目指すのか、それとも両方目

指すのか、その目指す方向で「リサイクルへの取組姿勢」が随分変わってくると思うので

すが。 

 後ほど、私どもの資料の説明に出てきますが、小売業は「食品残さを農産物としてもう

一回還元し販売する」と、食品リサイクルをとらえている企業が多いようです。ですから、

他の先生方がおっしゃったように、もっと広大な計画で、日本の将来のエネルギー源とし

ても考えましょうというのと、ちょっと視点が違うように思うのです。それによって、随

分私たち（小売業）の食品リサイクルへの対策が変わってくると思うんですが。ですから、

そのあたりをお聞きしたいのですが。 

○西野食品環境対策室長 私ども、今おっしゃったように、食品廃棄物をコンポストにし

て、野菜を作り、また排出者が使う、あるいは畜産に使って、その肉をまた使うというリ

サイクルループを考えています。それからエネルギー利用についても、まずメタン発酵さ

せて、エネルギー回収し、その残ったものをコンポストにすれば、窒素が土壌に過剰に入

ることを防げるのではないかと考えております。それと青山委員からもありました、廃棄

物処理法上の枠組みのもの、要するに産廃、一廃、これは今のところきちっと仕切りがあ

るわけですが、性状の似たものであれば一緒に処理する、そういうこともリサイクルを進

める上では非常に役に立つという考えで取り組みたいと思っております。 

 現に前回御説明した中にも、メタン発酵してエネルギーを取って、それで焼酎かすなど

を乾燥しえさ化するとか電気エネルギーに変えて工場内で利用するということをやってお

りますので、農林水産業の枠外にも最後の商品は出ていくということも十分あると思いま

す。 
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○牛久保座長 伊藤委員よろしくお願いします。 

○伊藤委員 実際、私ども現在、法律で定められていますえさ化、肥料化、油脂・油脂製

品化、メタン、あと、法律での指定外の、今日出てきましたガス溶融、そのようなものを

委託しているんですけれども、私は最終的にはエネルギーも視野に入れるべきだと思って

います。自然の流れで言いますと、座長もよく言われていますけれども、まず家畜のえさ

にして、それで出たものを堆肥にしてという順番も自然かと思います。あと、こちらから

言うとコストの問題がありまして、先ほど山口委員から言われましたように、有償として

扱っていただける部分がありますので、まず、自然とえさ化に行くと思います。次に堆肥

化になります。ガス溶融については、どうしても近隣にリサイクルをしていただけるとこ

ろがなくて、今のところはしようがなく持って行っているというところですけれども、そ

れもちゃんと発電になっています。金額的には、えさ、肥料の倍以上かかっていますので、

経済的な観点から、自然と現在指定されているえさ、肥料が優先され、最後にエネルギー

という順番になるのが自然かなというふうに感じているんです。そんなことで、優先順位

を確保しつつ資源を有効に活用するという点からエネルギーも視野に入れておいていいの

かなと思っています。 

○牛久保座長 ほかにございますでしょうか。このリサイクル法の基本的なことにちょっ

と話が入っていますけれども、そのほか御意見ございましたら。 

 先ほどの魚介類残さの件については、ほかの事例で近いものもあるかと思いますので、

個々の廃棄物についても、もし実態が収集できるようであれば、情報をなるべくたくさん

お立場上で、かかわり合いのところで集めていただけるようであれば、その事例をこちら

にまた集約していただいて、その議論をさせていただければというふうに思いますので、

その点についても御協力をお願いしたいと思います。 

 ちょっと先ほどお触れいただきましたけど、百瀬委員の方に石川委員の方から宿題的な

ことでお願いがあって、委員会として御報告いただくということでお願いしてございまし

た件がございますので、お手元に、「食品リサイクルに係る取り組み状況」ということで 

百瀬専門委員提供資料というのがあろうかと思いますが、それを御用意いただけますでし

ょうか。 

 では、百瀬委員よろしくお願いします。 

○百瀬委員 私が所属しております日本チェーンストア協会からは、３点資料があります。

１点目は日本チェーンストア協会の月報です。これは一般的な資料ですが、参加企業など
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の最新の状況です。現在 93 社ございます。 

 次に、アンケート用紙です。これは 93 社の中で食品を取り扱っている 88 社に、協会の

方からアンケートのお願いをしました。その結果出てきた答えが、この少しカラーが入っ

ています取り組み状況という資料です。両方見比べながら御説明したいと思います。 

 まず、88 社中 20 社の回答であったという事実ですが、未回答の企業が大変多いという

ことです。では、これらの未回答企業の食品リサイクル法への対応についてですが、幾つ

かの企業にお聞きしましたところ、「油脂や魚あらのリサイクルはしているが、量を把握し

ていないので具体的にリサイクル率がわからない」という回答でした。「来年に向けて、量

の把握を今しています」ということです。なかには、まったくリサイクルを実施していな

い企業もあるようです。 

 次に達成状況ですが、達成をしている企業が 20 社のうちの 17 社です。３社がまだ未達

成ということです。ただ、17 社の平均実施率は 34.5％ということで、かなり高い実施率に

なっています。 

 次に、「どういう形で取り組んでいますか」という問いに対し、複数回答ですが、「発生

抑制を具体的にやっている」が９社、「再生利用に取り組んでいる」というのは 19 社、「減

量に取り組んでいる」が８社でした。 

 この方法については、次のページの３に出ています。 

まず、発生抑制ですが、私ども小売業は商品の販売数量が日によって違います。また、

気候や気温により、またいろいろな要因で売れ残りが発生する可能性がありますが、どの

ようにそれを抑制するのかというのは、各社いろいろな方法をとっています。例えば、売

り切ってしまうという方法。価格を下げたり、まとめ売りをしたりという方法。それから、

仕入れが適正であれば売れ残りも少ないであろうと、データを厳密にとって発注仕入れを

する。数や量をたくさんまとめて売ると、買いにくい金額になるので、ばら売りで少しず

つ販売するという方法。こうしたやり方で発生抑制に取り組んでいますが、抑制した量を

出すということは非常に難しいところです。それぞれの企業による効果は出ているでしょ

うが、チェーンストア全体として抑制した数量を把握することは難しいと思います。 

 次に、再生利用ですが、具体的に提携先や成果物が出ています。このアンケートの選択

枝が、肥料や飼料・その他なので、最終生産物が具体的に現れていません。これらを分類

すると、農業者など直接利用していただいているところと、肥料、飼料の工場、そういっ

た製造工場と提携しているところに分けられます。また、その他というのは、例えばバイ
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オガスなどエネルギーに使われていることもあると思います。 

 ここでちょっと注意していただきたいのは、食品残さを登録再生利用事業者に出した瞬

間に、リサイクルされたカウントされるわけですね。ですから、その後、「再生利用された

とされるもの」が最終的に本当に利用されたかどうかというのを追及している企業は少な

いと思います。ですから、登録再生利用事業者が各県に１～２業者ありますが、そこに持

ち込めば、「それでリサイクルへの義務は終わり」というような形での利用があるのではな

いかと思っています。反対にそういった登録再生利用事業者になっているところがない地

域、そういったところでは、「食品残さを出すところが無い」と困っているという状況も見

受けられます。 

 次に４ですが、その成果物を店頭で売っていますかという質問ですが、選択肢に「肥料・

飼料」とありますので、答えは最終生産物ではありませんが、例えば「堆肥を米や野菜な

ど農作物栽培に使い、それを販売しています」という企業はあります。実はユニー（株）

では、11 月から横浜市の登録再生利用事業者である横浜有機リサイクルと、食品残さを飼

料にする取り組みを始めました。飼料の材料としてパンと野菜を提供して、そこでつくら

れた飼料を使って、千葉県で飼育された豚の販売をしています。ですから、このデータに

は入っていませんが、若干やっています。今後も畜産への再利用に取り組んでいきたいと

考えていますが、飼料に再生利用する登録再生利用事業者が少ないので、飼料としての再

生利用の方法がなかなか得られないという状況です。 

 次に５番ですが、再生利用に取り組む上での課題と問題点です。やはり多いのが、コス

トが高いということです。一般廃棄物として廃棄処理するときに、私どもの一番近い都市

圏名古屋市では、処理費１キロ 20 円です。配送料が１キロ 15～17 円です。廃棄物処理に

１キロ 35～37 円かかっています。それと同等のコストであれば問題はありませんが、ほと

んどの処理コストは廃棄よりリサイクルのほうがかかります。 

 例えば、ユニー㈱では一部店舗で機械を入れて、真空乾燥して肥料の原料にしています

が、大体１台 2,000 万円ほどかかります。減価償却８年としても、光熱費等と合わせます

と大体１キロ 80 円ぐらいかかっています。それでも、企業の義務としてリサイクルを進め

ているので、リサイクル率 20％エネルギーと一緒にしますと大体キロ 80 円ぐらいかかっ

ています。それでも、企業がリサイクルしなければいけないんだからやりましょうという

ことで、この 20％にたどり着くわけです。 

 また、提携先（登録再生利用事業者）が見つからないという企業が８社あります。これ
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はリサイクルを推進しようとしても、全店舗での実施が難しいという意味だと思います。

当社も、地域によってリサイクルの方法（登録再生利用事業者など）が無いところもある

ので、全店舗では実施はできていません。100％リサイクルできている店舗もあれば、油脂

のリサイクルだけで５％というところもあります。ですから、店舗の置かれている場所の

状況によって、リサイクルしようにもできない場合があるのです。 

 その他困難な理由は様々ですが、「残さの保管が困難」、「臭いが苦情になる」、「コンポス

トなどの行き先が無い」などです。当社も、真空乾燥した食品残さの行き先を見つけ、最

終的に店舗に商品として還って来ることが取り組みへの条件でした。乾燥食品残さを肥料

工場で堆肥にし、提携農家に購入してもらって、大根を作ってもらい、その大根で刺し身

のツマを製造するというリサイクルを実施していますが、それは 155 店舗中のほんの 5 店

舗です。ですから、ほかの企業が悩んでいらっしゃるのは非常によくわかります。 

 それから、この「地方自治体の協力を得られず」というのは、これは廃掃法の問題です。

例えば隣の店にリサイクルの機械を設けていても、市町村が違うと持ち込めません。自社

処理として取り組もうにも、行政の理解や一般廃棄物処理業者との関係などで、食品残さ

をリサイクルのために移動するというのが非常に難しい問題になります。「できれば近い市

町村間での移動が、間違いなくリサイクルができるならば、それが可能になるような形で

運用できるとありがたい」そういったことが意見として出ていました。 

 その後、機械の導入について書かれていますが、平均的にリサイクル機は１台 1,500～

2,500 万。また、脱臭機などつけますと、１億円近くなる場合もあります。これらがリサ

イクルに取り組む企業の現状です。 

今後、回答された 20 社以外の企業に対し、食品リサイクル法を遵守するための方法を協

会としても検討しなければなりません。しかしながら、各企業（店舗の）の立地や行政の

理解などの条件により、また企業の考え方などそれぞれ異なる中で、一律に取り組むこと

が難しいということがアンケートの答えでした。 

○牛久保座長 どうもありがとうございました。 

 ただいまの御説明について、何か御質問または御意見ございましたらお願いしたいと思

いますが。 

 どうぞ、志澤委員。 

○志澤委員 第１回目のときに座長が、廃棄物か資源かと、この議論にかかわってきちゃ

うんですね。今のアンケートも、最初に肥料であり、えさであり、その他というとり方な
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んですけれども、先ほども申し上げましたように、畜産農家は 2,400 万トンほどの穀物を

輸入しているわけですね。今、引き取り手がないというか、そういうのがあるんですけど、

私どもの業界、約 6,000 社ほど全国にあるわけですね。現在、ドライ、要するにＣＯ２を

出しながら乾燥させている、そしてえさ化しているというのがほとんどの考え方なんです

けれども、きちっとした家畜衛生を守れるような状況の食品の産業廃棄物、そこから出た

ものであれば、当然そのままの姿で与えることはできるわけですね。リキット化ですけれ

ども。ヨーロッパあたりやっていますけれども。私どもの方は、１カ月大体 3,000 トンぐ

らい使っているわけですね。でも、これも廃掃法の問題で、要するに有価でなきゃだめだ

よという部分で縛られていますと、どうしたってコストが上がっちゃうわけですね。使お

うと思っても使えない。じゃ使うためには許可を取らなきゃいかん。なかなか許可は取れ

ないですよ。そうかといって、じゃ豚は中間処理業かといったら、処理業じゃないですね。 

 この議論は、本当に資源なのか廃棄物なのか。廃棄物を食べさせている豚ということで

は、位置づけはどうもおかしいんじゃないかということになれば、当然これは国が省庁を

超えて、やっぱり資源として使うのであれば、廃棄物じゃありませんということをはっき

りしておけば、もう少し畜産農家も積極的に取り組めると思いますね。だからこの辺が、

この議論をきちっとしておかないと、これはいろいろな利害関係があろうかと思いますけ

れども、キーワードはやっぱり循環かあるいは環境かという、その部分でしっかり考えて

いかないといけないんじゃないかなと思うんですね。 

 ですから、今のこのアンケートを見ますと実にそういうことを感じますし、同時に、食

品製造業者が 100 トン以上廃棄する場合に、20％以上のリサイクルをしていますかどうで

すかというのを、この４年間で、ここで最終でしょうけれども、いまだにまだ知らない食

品製造業者の方がおられますよ。ということは、いかにこの部分がまだＰＲされてないか

ということですね。だから、私どもの業界がそこに入っていこうと思っても、そもそも相

談の場を持つことも難しい。要するに飼料の資源提供者として交渉ができない状況です。 

 だから、この食品リサイクル法の推進に当たって、先ほどのデータにもありますように、

廃棄か埋め立てかと。多分これを、この間も私申し上げましたけど、ほんとにえさ化にな

っているのかどうか、堆肥化になっているのかどうかどいう問題もありますけど、それ以

外に、じゃ何になっているんだといったら、多分こちらの方に向いていっている。非常に

もったいないことだと思うんですね。だから、ぜひその議論は、これは法律を変えろとい

うのはなかなか難しいでしょうけれども、基本的に日本の国のことを考える、国益で考え



 2 8

れば、絶対これは考えるべき話じゃないかなというふうに思いますけれども。 

○牛久保座長 何か関連で御意見ございますでしょうか。 

 青山委員。 

○青山委員 私、総論と個別という話の際にはいつもこれで考えるんですけど、実はボー

ダーレスというか、ボーダーのところが入り乱れて、実際には動いているわけですね。例

えば丸ビルがあります。あの中に食堂がたくさんあるわけですね。ビル内では、ビルメン

テで今は廃棄物のいくつもにも分けているわけですね。リキッド系の飼料にできるものは、

そういうものとして分別していますし、今後バイオエナジー㈱などが操業を開始すると、

メタン発酵して燃料化しようというふうなことがあるわけです。 

 一方で、東京都では、大型ビルの建築確認申請で今ゼロエミと省エネは当たり前になっ

ている。東京都の焼却場へ持っていくとゼロエミにならないわけですね。ですから、全部

自分で分けて、紙は紙で回して自分のトイレットペーパーにするとか、厨芥は厨芥で、そ

れは個別にやれば事業系一廃と産業廃棄物が入っているわけですけれども、それを一応一

括して、ある方法でリサイクルされてるか、それを現実に許可しているか、黙認している

かというところは非常にわかりづらいですけれども、現実に事業としては動いているわけ

ですね。 

 こういった例は非常にたくさんあって、私はＣＳＲの議論をし始めると、コンビニ、ス

ーパー、不動産業もそうですが、当然省エネをやりなさい、資源有効利用しなさい、それ

が企業の責任ですというと、コンビニのように食品残さのリサイクルを強化します。この

間、畜産の方もおっしゃったように、回す力があるところはいいけれども、日本で食肉を

生産すれば、必ず家畜ふん尿も出てくるわけですね。自給率を高めようとすると、ふん尿

が出てきて、それが日本の中の農地で回らないのはわかっているわけですから、それを捉

えていく必要がある。肉も売るわけですから、家畜ふん尿をというものをどうやって回す

のかというところまで、話がいくはずではないかと思います。 

 従って、総論から入る、こういう方向が正しいということを見定めて、その方向でみん

なでできるところからやっていくというところを、この中でも議論しないといけないと思

います。これが法律論のみになると、やっていてもきついんですね。この方向でみんなで

できるだけ近づけていきましょうというように進めるのか、それとも、法律的にリサイク

ル法という中で規制的に進め、違反した場合には処理法違反などで厳しく管理していくの

かというあたりは、また次回でも議論していただければと思います。それと、できれば具
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体的事例を、ヒアリングというのが入っていますから、その際に出していただきたいと思

います。 

○牛久保座長 まさに今の観点で。法律の議論までここではなかなかできないと思います

けれども、法律の何に抵触するので、その方向性について検討してくださいというような

提言的なところは、多分いろんな面ではできると思いますので、そこら辺の議論というこ

とにはなろうかと思います。 

 もう時間もありません。きょう御議論ありましたものを私なりにまとめさせていただい

て、次回以降、またそれの議論を展開していただきたいと思います。冒頭の説明にありま

したリサイクルの関係からいくと、食品リサイクル法は食品リサイクルに特化、または食

品廃棄物に特化しただけの議論でいいのかということなわけですね。例えば他の廃棄物と

の関連も当然あります。法律的なカテゴリーでも、産業廃棄物、一般廃棄物という中での

食品廃棄物だけ、またはそれのリサイクルだけでいいのかということ。 

 もう一つは、きょうあまり御発言がございませんでしたけれども、今のアンケート調査

からもありますように、廃棄物として出たものの議論が非常に多いということなわけです

ね。要するに出さないという議論がここで今抜けてはいけないと思います。やはり優先順

位としては発生抑制がありきであって、それから再生利用があって減量化と、こういうこ

とも食品リサイクル法ではうたっています。ですから、藤田委員にきょう御発言いただか

なかったんですけれども、いわゆる食育という観点から含めて、それから食品関連で言う

と、例えば賞味期限、消費期限のような期限的な意味合いの、要するに食べられるものの

定義的なことからということももちろん考えていかなきゃいけないと。その廃棄物の関連

から言うと、飼料自給率と食料自給率まで言及する必要性も当然出てくるだろうと思いま

す。 

 ですから、そこの議論と、食品廃棄物をいわゆるこの精神の中にもっとはっきり、先ほ

ど志澤委員からも御指摘いただいたように、また私も冒頭に申し上げたように、廃棄物と

して扱うのか、資源という観念でリサイクル法を確実に定着していくような形でいくのか

ということも必要です。 

 もう一つは、今のアンケートや何かも同様ですが、それは廃棄物を出す側の実態で、ど

うしてもコストの面から言いますと、自分の手元からなくなればそれでよいという考え。

それがリサイクル資源になっていくことが一番望ましいんですが、ただ地方のように、先

ほどコスト的なこともありましたように、処理費用、焼却費用の方が安ければ、出す側と
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してはやっぱり経営的な戦略から言うと、リサイクルという精神的な意味合いはわかって

も、焼却の方にどうしても回してしまう。ですから、それも振り返ると、廃棄物か資源か

という観点のところに戻ってくるんだろうというふうに思います。 

 もう一つは、やっぱり抜けている議論は、これも先ほどの特化した食品リサイクル法、

また食品廃棄物だけ特化した議論でいくのかというときに、技術論ともう一つは入り口、

出口論というのがあるだろうと思うのですね。入り口、出口論の中に、出口に対しては、

この食品リサイクル法では再生利用事業計画認定というのがあります。御存じだと思うん

ですけれども、いわゆる排出者とプラントメーカーと利用者サイドが三位一体になってゼ

ロエミをつくっていくんだという形なわけですね。ですから、今まではどうしても排出者

側の論理があって、プラントメーカーの論理があって、そこでとまると。実質的には、例

えばえさについてもそうでしょうし、堆肥についても、またはエネルギーについても、実

際上、利用者の方の考え方がどうも抜けるところがある。ですから、再生利用事業計画そ

のものについても、やっぱり相当この法律の中で機能をなさせるような議論もしていただ

かなきゃいけないという、３つの方向性がある程度今日の議論を伺ったところであろうか

と思いますので、次回以降、その点についてもっと深い議論を展開させていただければと

いうふうに思っておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 

その他 

 

○牛久保座長 では、そろそろ時間になりましたので、どうも長時間にわたりまして貴重

な御意見を賜りまして、ありがとうございます。 

 次回以降のスケジュールですけれども、第３回目の小委員会は一応 12 月ということにな

っていたようなんですけれども、事前の各位の御予定をお伺いしましたところ、年末年始

は当然のことながら非常にお忙しいというようなことで、次回は明年の１月にずれ込こと

になりますけれども、具体的な日時につきましては、事務局の方で調整をしていただいた

結果、出席可能な方の最も多かった１月 17 日火曜日とさせていただきたいと思います。詳

細につきましては、また後日、御案内を申し上げることにしたいと思います。時間は３時

半から５時半までということで、場所は、隣のビルの郵政公社の共用会議室ということの

ようですので、よろしくお願いいたします。 

 先ほどもございましたけれども、第３回目は、御案内のとおり食品関連事業者からのヒ
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アリングを予定しております。人選については、それぞれ関係業界を代表しておられる委

員に御出席いただいていますので、そのもろもろの御助言をいただきながら、座長と事務

局の方で一応当日の出席可能な方にお願いしてまいりたいと思っておりますので、その点

も御了解いただければ、そのように進行させていただいてヒアリングを実施したいと思っ

ておりますけれども、それでよろしいでしょうか。 

（「了解」の声あり） 

○牛久保座長 そういうことで、では、次回はヒアリングをさせていただくということで

よろしくお願いしたいと思います。 

 どうも御協力いただきまして、ありがとうございました。 

 

閉     会 


